FD活動の問題点 : 法学教育をどう考えるか by 坂本 正幸
－ 19－
FD活動の問題点─法学教育をどう考えるか
鹿児島大学大学院司法政策研究科准教授　坂 本 正 幸
Ⅰ．はじめに
　現在，大学教育においてＦＤ活動がやらなければならないものとして取り入れら
れている。また，アクティブラーニングの活用が言われている。これは，中教審の
「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて─ 一生学び続け，主体的に
考える力を育成する大学へ ─（答申）」以来注目されるようになった（考えざるを得
ないようになった）。この答申が出されたのは2012年８月28日である。これによって
大学では教育にアクティブラーニングを導入することを検討せざるを得なくなった
といってよい。
　本稿は，FD 活動を行う上での問題点につき私見を述べるものである。
Ⅱ．法学教育と教育方法論
　どのように法学教育をすべきか，は法科大学院設置にあたって議論されてきたイ
メージがあるが，それ以前より法学研究者がその検討を行ってきた。
　法科大学院設置以前から，理論教育とケーススタディの２つが重要なものとされ
ていることは現在の法学教育においては共通認識とされているといえよう。
　ケーススタディについては古くは加藤一郎博士が 「ケイス・メソッド論（上・
下）」１）で紹介されている。ここでは加藤博士がハーバード大学でいかなる教育が
行われているかという紹介と日本との事情の差異，そして日本での採用の問題点が
指摘されている。
　また，三ヶ月章博士は「東京大学における裁判法の講義と民事訴訟法の練習─
ひとつの中間的な実験報告─」２）で教育者としていかなる取り組みをしているかに
ついて論じられている。
　その冒頭で「よほど注意深い観察者でないとついみすごしてしまいがちなことで
あるが，ここ数年の間に，日本の法学教育の中から，これまではあまりみられなか
－ 20－
った一つの動きが微弱ながら現れようとしているといえる。それは，現在の大学で
の法学教育のあり方について，このままでよいのか，何等かの方向転換を試みねば
ならないのではないかということが，比較的若手の法学教師の間でかなり切実に感
じられるようになり，はげしい歴史的変動や，大学制度の転換にもかかわらず，執
拗に続けてきたともいえる過去の伝統を打ち破ってでも，もっと目的を明確に意識
し，又厳しさをそこに盛り込まねばならぬではないかということがはっきりした主
張として打ち出されてこようとしているということである。」と指摘されている。
　さて，ここでの三ヶ月博士の指摘をみると，現在に重なるところも多い。法学教
育にあたってどのような工夫をすべきかが永遠のテーマであることを示すものとも
いえる。
　現在の状況を変化という点で眺めてみると，少子化により入学希望者が減少する
ことは自明である。大学入学希望が減少する一方で進学率が低下せず，かえって進
学率が増加するようなことがあると，全体の入学者のレベル低下の問題と直面する。
これは歴史的な変化としてとらえられる。
　さらに法学教育を取り巻く情勢の変化も大きい。法学部人気の低下（下げ止まり
感も一部ではいわれている），司法試験制度の変更により法学専門教育をどこが担う
べきかという問題，また，地方国立大学をとりまく状況の変化による文系学部の扱
いなどである。
　このような変化のなかで，アクティブラーニングをどのように評価すべきか。
Ⅲ．アクティブラーニングと法学部のカリキュラム
　アクティブラーニングは，前記中教審の答申にあるように，その内容は以下のと
おりである。
　「教員による一方的な講義形式の教育とは異なり，学修者の能動的な学修への
参加を取り入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修することによって，
認知的，倫理的，社会的能力，教養，知識，経験を含めた汎用的能力の育成を図
る。発見学習，問題解決学習，体験学習，調査学習等が含まれるが，教室内での
グループ・ディスカッション，ディベート，グループ・ワーク等によっても取り
入れられる。」
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　では法学教育で今までこのような学習法はどのように扱われていたのか。
　法学教育では従来から大教室での講義とゼミナール形式の演習が行われている。
この形態は現在でもそう大きく変化はないだろう。学生の人数が多い場合，学生を
指して回答させることはかなりの困難を伴う。
　もちろん，特定の学生に回答させても構わないとしてしまえば十分に講義の中で
ゼミナールに近いやりとりも可能とはなろう。
　前記の三ヶ月博士の論考は，裁判法という講義の中で学生に資料を読ませ学習効
果を上げようとする試みをしたことを記されている。資料も当時（昭和40年ころ）
の価格として1100円となったと述べられているが，相当の大部であったようである。
　それを事前に学生が検討しておくこととし，それに学生が対応していたのであれ
ば相当高度な内容の講義ができる。三ヶ月博士はユーブングを狙ったといわれてい
る。
　ところで，実際の講義では，まず教科書の内容を理解させることが優先となるた
め，説明を中心とせざるをえないものと思われる。講義での説明を自習に置き換え
られれば学生に回答させることが可能となると思われるが，現実にそれができるの
か，相当困難が伴うのではないかと思われる。
　では，学生との意見のやりとりをどうするか，それが学生同士の討論に教員が加
わり指導するというゼミナールで行われているのが実際のところではないだろうか。
　討論型で展開するには，教員の教材選定などが重要であることは当然であるが，
学生の準備も重要である。この準備に対応することが学生の負担となるか否かによ
って講義の進め方が左右されるのが現実であろう３）。
Ⅳ．アクティブラーニングの対応可能な範囲
　アクティブラーニングは本学（鹿児島大学）でも教員向け研修が行われ，新任教員
は参加が原則として求められた。そこで行われたものは，いわゆるブレインストー
ミングであった。ある問題点から様々な解決方法を提示していくものである。思考
に制限を設けないという点では優れるが，法学の思考過程としてはどうであろうか。
　法学の場合，もちろん適切妥当な結果を求めることになる。適切妥当な結論その
ものが大きくずれることもあれば，「かく解さざるを得ない」というケースがある。
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条文という言葉の制約を受けた中で解釈技術を駆使しても適切妥当（であると思わ
れる）結論が出せないことがあり，そのときは立法論などの別の解釈を始めること
となる。
　こういった制約がある中，ブレインストーミングで様々な結論を探るということ
は有効なのか，はなはだ疑問である。
　法学の場合は結論に至る筋道を説明できることが必要であって，様々な意見が出
ることが求められるとも言えないだろう。
　なお，この方法は専門を異にする学生たちに教養課程での議論への抵抗をなくす
ため，という趣旨ではあるため，専門教育とはやや視点が異なっていることは付言
する。発言すること，間違っているかもしれないから黙ってしまう，というのを避
けるため，という目的である４）。
　また，高校でアクティブラーニングを取り入れたという小林昭文産業能率大学教
授の「アクティブラーニング入門」では成功例が紹介されているが，注意すべきは
高校で担当されていた科目が物理であるということである。
　物理は一定の法則があり，その法則をただ覚えるよりは，実験などを通じて生徒
が発見していく過程は意味があるし，そのような教材を作ることも教員の努力によ
って可能である。
　ところで，法学に何らかの法則を発見していくという手法を取り入れられるのか。
　法学の場合，自然科学分野と異なり，一定の法則がない。一つの条文を様々な解
釈手法を利用してある事案において適切妥当な結論を出すことが実務では求められ
る。また，ある条文で自分が採用した結論と他の条文での結論が矛盾しないことが
求められる（体系性）。
　こういった分野では，自己の見解の結論が不当ではないか，そこに至る説明に無
理はないか，その条文解釈では適切であり，かつ，説明に無理がないとしても，体
系性を損なわないか，の検証が重要である。
　この検証は一人ですることは困難であり，他者の批判を待つ必要があるのは言う
までもない。
　しかし，これがアクティブラーニングにより可能となるのだろうか。自分の間違
いに気が付くなどの効果はあるものの，学生たちが理論を発見していくプロセスと
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なりうるのか。
　公式のある世界ではそれでよいのだが，公式がなく，仮にあったとしてもそれに
疑問を持ち続けなければならない法学の議論に適切なのか。疑問がある。
　もちろん中教審の答申がいうように議論することに意味がないとは言わないのだ
が，講義などで一定の知識を得たあとでなければ能動的に学修することが困難とな
ってくる分野があることを忘れてはなるまい。意見が分かれるのが当然であって，
理論を巡ってそれぞれが相手を批判しあったままでよく，ただし，自分の思考の弱点
を把握することが重要な分野では，最終段階で取り入れられるべき手法に思える５）。
　アクティブラーニングを取り入れるとしても，知識をどう定着させておくか，と
いう事前の学習法そのものの指導の重要性が増していくことになろう。
Ⅴ．法学部の問題点
　ところで，どのように教育を進めていくか，という点で大きな障害は，法学部の
特性にあると考えている。もちろん他の文系学部でも存在する問題であるが，進路
によって学生が求める専門教育の内容が大きく異なるという点である。医学部は医
師，歯学部は歯科医師，建築学部は建築士など修了資格によって試験の受験資格が
与えられるもの，免除されるものなどとは大きく異なる。
　法学部の場合，企業に就職する者（法的な知識は求めるが，専門性はそれほど高く
なくてよい者），公務員を目指すもの（憲法など基本的な法律については正確な知識を
必要とし，専門性が必要な者），法曹を目指す者（将来的には高度な専門性を要する者）
が混在する６）。
　そのため，学生の平均的な要求がなかなか想定しにくい。そこでどのレベルに合
わせて講義を進めるかは以前から問題となっていた７）。
　旧司法試験時代は学部に司法試験を目指す者（少数であったのが実情である）がい
ても，そこに合わせて講義を進めるわけにはいかなかったのが実情である。そうい
った層の学生には自習の重要性を理解させ，さらにはゼミナールなどで教員が適宜
指導することにならざるを得なかったのではないだろうか８）。
　現在は法科大学院を経由して司法試験を受験するルートが基本とされている。法
学部で高度な専門知識を要する層はおそらくは司法試験予備試験を受験する層だと
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思われるが，この層に合わせて講義をすることは他の学生を置き去りにする可能性
がありやはり困難であろう９，10）。
　意欲のある層に合わせられないのは問題と言わざるを得ないが，これは専門家養
成システムと学部など教育システムとのかい離に問題があるように思われる。
Ⅵ．法律専門家養成システムの問題点
　法学部は法律専門家を養成することを要求されてはいない。法曹養成は学部を問
わず大学修了者が法科大学院を修了し，その後司法試験を受ける。その後司法研修
所を経て実務へと出るルートが設定されている。
　旧試験時代は，学部在学時から受験が可能であったため，学部時点で学習を進め
ている者が混在していた。現在は司法試験受験が学部終了後さらに２年ないし３年
の学習を経ることが前提であるため，司法試験に対応するような講義が展開しにく
い状況が生じている可能性がある。
　就職活動の時期の問題もあり，カリキュラムに無理のあると思われる大学もある
と思われる11）。
　そうすると，法律を専門とする学科を卒業したにも関わらず，基本的なことも身
についていないという批判を受ける事態となりかねない。
　講義での限界を超えるためにはゼミナールが機能することが期待される。少人数
での指導で補充していくしかない。ここで伝統的に行われてきたのが中教審の答申
でいうところのアクティブラーニングであろう。すなわち，法学教育においては特
に新しい概念ではない。ただ中教審の答申の問題は講義での双方向性を要求するこ
とにある。
　また，法科大学院があることで専門的な教育をするのは学部でなくてもよい，と
いう意識を学生がもってしまっていないかという問題もあるだろう。以前より専門
知識への要求のばらつきが大きい法学部において，高度な専門知識を要しないとい
う意識を法科大学院が醸成してしまっているとしたらそれは問題であろう。将来専
門家を目指す者に対してはノートの整理の仕方などを指導することがある（添付の
資料①）。
　さらに法科大学院での教育であるが，高度の専門性を要する教育がなされており，
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進路も一定の範囲内の学生のみであることから講義形式ではなく討論形式での進行
は行いやすい。専門家を目指すレベルでは討論を通じて自分自身の思考方法の弱点
などを発見していくことが求められる。
　ただ，このレベルでも試験対策のみを求める傾向があるのは残念なことである。
予習の方法などを指示するなどの事前教育が必要とされるのではないだろうか（添
付した資料②などで整理するよう指示している）。
　事例の整理能力が必要であるため，事例から離れない形で議論を進める準備がで
きるように求めている。
　なお，法科大学院は将来法曹になれる確率が司法研修所に比較して低いため，国
家試験重視となりかねない。ただすべての者が法曹になると限らないからこそ，法
的な思考力をつけることに重きを置く必要があると思われる。法学部の専門性が後
退していった場合，専門教育を担保していく機関が法科大学院へとスライドするこ
とになるからである12）。
　また，消費者意識が強まると，将来必要となる能力の醸成よりも目の前の試験に
役立つか否かを求めてしまい，カリキュラム自体を否定する風潮も生まれかねない。
現に法科大学院出身者による法科大学院廃止論には試験に役立つか否かしか考えて
いない意見が見て取れる。その一方で，法科大学院の教育を積極的に評価する意見
も強い。
Ⅶ．まとめ
　本稿は法学部及び法科大学院の教壇から見た法学教育の在り方についての私見を
並べたものに過ぎない。ただ問題は認証評価や中教審の答申など大学をめぐる環境
の変化が好ましいか好ましくないかにも関わらず，現場では考慮しなければならな
いことである。外部の評価を無視することがよいわけではないが，大きく影響され
てしまうことは否定できない。
　教育方法はいかなる時代であっても議論されなければならず，昭和30年代から今
に至るまで検討が続けられている。今後も自身の経験を加味してさらに検討を続け
ていくこととする。
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資料①
【論点　テーマ】
【事案の概要】
　（教科書や百選などで簡略化された事案を引用する）
【学説の分布】
　（通説，反対説，有力説，判例など，複数の見解が存在することを意識するために記入）
【学説による説明】
　例）肯定説
　　　①文言上の根拠
　　　②積極的な根拠
（ここでの注意は，①条文の文言を意識させるために条文の文言をスタートに置くこと，②他説批
判ではなく自説の積極的根拠を必ず探すこと，である。条文がスタートであることは言うまでも
ない。また，他説が適切ではない，というのは価値判断による結論であって，それが根拠となる
とは限らない。またＡ説を否定できたとしても自説も同時に否定されることがあるのであって，
他説批判で事足れりとする考え方を排除することがポイントである。）
【参考文献】教科書のページや百選の事例番号など
良永和隆教授より指導を受けたノートの取り方
資料②
【論点，判例などテーマ】
【図】 当事者等の整理
　X，Y，Z，A，Bなど
事案の特殊性の有無
先例に当たる判決の有無
図を作成したときに注意したポイント
判例の結論
説明方法（あえて説明方法という用語とした。理由ではなく筋道を意識してほしいという目的から
　である）
通説
　説明方法
以下学説等の整理が続く
結論に対する意見
　
説明方法に対する意見
　
類似事案などの整理（タグ付けのための項目）
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１）ジュリスト287号46頁以下，288号42頁以下。
２）ジュリスト331号40頁以下，民事訴訟法研究第３巻353頁以下。
３）なお，アクティブラーニングは学生の質の低下に対応したものであるとの指摘もある。そうする
と自習時間で何をしておくべきかという指導を徹底しておかないと議論以前に何も進まない可能性
が出てきてしまう。
４）ただし，これが本当に必要かという点には疑問がある。というのも，法曹の能力の中で重要なも
のは書面作成能力であることは否定できない。書面作成に長けているが，口頭での議論は苦手であ
るという学生もいるし，そういった学生の評価が下がるような制度は不適切であろう。ゼミ単位の
ように教員の目が個々の学生に届いているようなところならばともかく，学生の人数が多い大教室
の講義などでは重要視すべきではないように感じる。中教審の答申に対してはこのような根本的な
問題点を指摘しえる。
５）個人的見解であるが，学習内容が高度になればなるほど予習すなわち準備段階が重要になり，予
習したうえで疑問を持って講義に臨むことが重要となると考えている。復習をしっかりしておけば
足りるというのは，講義だけである程度理解が可能なレベルにとどまると考える。
６）このように多様な進路の学生が混在することから，卒業後はさまざまな進路があると見えたこと
から，法学部はつぶしがきくといわれていたのではないかと考える。現在の法学部人気の低下は，
将来の進路が広いために漠然としすぎていることが一つの原因ではないかと思う。
７）たとえば，米倉明博士は「民法の教え方　一つのアプローチ」の中で「もっと敵を知れ」として
学生のばらつきに言及されている（同書37−43頁）。その中でも特にレベルを下げることはしないし，
司法試験など国家試験を目的とした教育方針には国家試験至上主義として安易にそういった講義を
すべきでないと指摘されている。ただし講義をきちんと理解しておけば司法試験（なお旧試験時代）
に合格することは困難ではない，という指摘もされている。
８）米倉博士の場合，東京大学での講義の経験をもとにしておられると考えられるので，他の大学な
どとは事情が異なろう。法曹志望者よりも公務員志望者の割合のほうが高い大学のほうが現在は多
いのではないかと思われる。
９）本来はこういった上位層に合わせて講義を進めるほうがよいと思われるが，ほとんどの学生が付
いてこられないとなると問題とされるであろう。
10）なお，筆者は学部の講義で可能な限りレジュメで議論すべき点を指摘し，学生の意見を聞くよう
にしている。そのときに学生をグループ分けしたうえで相談して結論を出してよいという指導を試
行しているところである。
11）私が大学の学部で担当する民事紛争処理法（民事訴訟法）は２年後期２単位の設定となっており，
進行にかなりの配慮を要する。３年次以降の就職活動などを考えた場合，基本科目を前倒しにとい
う考え方によるものかと思われる。
12）この意味で，法学部廃止論は意味があったのではないかと思われる。
